
人 人 人 人 人 人

人 人 3.3 ％ 26.0 ％ 人 人

人 人 0.2 ％ 0.2 ％

件 百万円 件

件 － ％ 百万円

件 － ％ 百万円

件 件 100.0 ％ 100.0 ％ 百万円

件 百万円 人 人

件数
総額

（百万円）
件数

総額
（百万円）

件数
総額

（百万円）
件数

総額
（百万円）

件数
総額

（百万円）
件数

総額
（百万円）

件数
総額

（百万円）
件数

総額
（百万円）

件数
総額

（百万円）
件数

3 1,285 1 20,000 6 5,547 － － － － 3 170,764 4 2,601,222 － － 1 6,182 18

－ － 1 1,222 － － 1 15 1 4,674 － － － － － － － － 3

－ － － － － － － － 1 15 － － － － － － － － 1

2 157 － － － － 14 198 70 2,107 － － － － － － － － 86

－ － － － － － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － － － － － －

1 9 － － － － － － 3 25 － － － － － － － － 4

6 1,451 2 21,222 6 5,547 15 213 75 6,821 3 170,764 4 2,601,222 － － 1 6,182 112

件 百万円

件 百万円
備考

2,813,422

うち特命随意契約

株式会社等

特定営利企業

合計

2,805,000

5,911

15

2,462

－

－

34

法人種別

特殊法人

独立行政法人

認可法人

公益法人

指定法人

合計

総額
（百万円）

金銭の種類別
交付金補助金 財投計画に基づく出

資
その他財投計画に基づく融

資
委託費 物品・サービス購入費

（金銭の支払の対価とし
て物品・サービス等の提
供を受けたもの）

出資金（財投計画に
基づくものを除く）

補給金

・上記の国家公務員再就職者数には、財務省以外の者が含まれ、また、上記の金銭交付の件数及び金額には、財務省以外の中央省庁からの金銭交付が含まれる。
・特定営利企業については、行政文書保存期間の過去３年分（平成１７年以降）となっている。
・(3-1)とその内数である(5-1)と(8-1)の和は、調査票において数値を記入していない調査項目があるため、一致しない。
・(11)及び(12)は、財政投融資計画に基づく融資及び産業投資特別会計からの貸付を含む。

④ ③の補助金等金額

⑥ ⑤の契約金額⑤ 契約総件数

③ 補助金等交付総件数

32

75

199,197

6,821

(５)

(８)

うち特命随意契約

（26－１）
(26)

(19)

(13)

(16)

（５－１）

（８－１）

② 交付された金銭の種類別・法人種別ごとの総額及び件数

(23)

(22)

百万円4,886

2949

（６－１）

（９－１）

107,407

587

(21)

(24)

うち特命随意契約

中央省庁名 財務省（国税庁）

(４)

(７)

① 各項目の合計数等

408792

（３－１）

（10－１）

(12)

(15)

(18)

(４－１)

（７－１）

(10)

（別紙）

2,813,422

(３)

(６)

(９)

(20)
－

6,342

889

71,769

17,679

89,728

(14)

(17)

205

112 75

47928

－

47

32 199,197

72,646

231

177

11

(11)


